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速報第３７２４号  ５年 質 広田　まゆみ　委員  
Ｒ５.１１.８発行 道議会における質疑・質問及び答弁要旨 文教委員会 問 民主・道民連合  
総 務 課 扱 １１月７日 者 （札幌市白石区）  

 
質　　疑　・　質　　問 答　　　　　　　　　弁 担 当 課  

 
一　「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生    
　　徒指導上の諸問題に関する調査」結果について  
　今ほど御報告ありました調査結果に関し、特に、  
不登校の状況などについて、伺っていきたいと思い  
ます。  
　今年の３月に、「誰一人取り残さない学びの保障  
に向けた不登校対策について」文科省から、通知が  
出されました。児童生徒が不登校になった場合でも、  
学びたいと思った時に、小中高等学校を通じて、教  
育支援センター等が地域の拠点となり、子どもたち  
や保護者に支援を行うことが重要であるとされてい  
ます。  
　この通知の背景となったのは、令和３年度の調査  
で、全国の不登校の子どもたちが、過去最高にのぼ  
り、同調査からは、90日以上の不登校であっても、  
学校内外の専門機関等で相談・指導を受けていない  
小中学生が約６万人にものぼることが明らかになり、  
速やかな、いわゆる「不登校対策」の推進が求めら  
れたものと理解をしています。不登校の親子が孤立  
するということは、放置すれば、いわゆる8050問題  
にもつながる課題であり、「学校」「義務教育」とい  
うつながりがある間に、学校のみならず、学校だけ  
に任せるのではなく、地域全体で対処していくべき  
喫緊の課題でもあると認識をしていますが、一方で、  
現在の地域社会の現状を考えると、相対的に学校の  
役割、特に、公立学校の役割が大きくならざるを得  
ないと私としては認識をしています。  
　本日は質疑ということで、現時点での不登校対策  
に関して、道教委としての認識や対策の方向性につ  
いて確認をしていきたいというふうに思います。  

 
（一）調査結果に見る北海道の特徴などについて （生徒指導・学校安全担当局長） 生徒指導・学校安全課  
　調査結果に見る北海道の特徴などを、どう捉えて 　不登校及び中途退学の状況についてでありますが、  
いらっしゃるかということですが、今ほど御報告が 本道の公立学校における1,000人当たりの不登校児童  
ありましたように、令和４年度の北海道の調査概要 生徒数は、中学校では、71.7人であり、全国平均の59.  
によると、小学校、中学校とも、不登校の割合が全 8人を超える数となっております。  

 国平均より高く、特に中学校が不登校児童生徒数が 　調査結果からわかる本道の特徴としては、不登校の
  高い傾向があります。 主な理由として、「学業不振」や「友人関係」と回答し

 　また、高校においては、不登校よりも、中途退学 た割合が、全国よりも高くなっており、道教委といた
が非常に多い傾向にあるということが分かりました。 しましては、不登校対策として、今後も引き続き、学  

 　もちろん、この数字データだけではですね、北海 びの機会の確保やよりよい人間関係の構築などに取り
  道としてどう対策をするのかというのは、なかなか 組む必要があると考えております。

ちょっと分かりづらいわけですけれども、この調査 　また、中途退学率については、全国の1.4％に対し、  
結果を、まず道としてどのようにとらえているのか 本道公立高校は1.6％で、0.2ポイント上回っており、  
見解を伺います。 本道の特徴としては、中途退学の理由として、「進路  
 変更」と回答した割合が62.9％と、全国と比較して19  
 ポイント上回っていることから、各学校において、中  

 途退学の未然防止に向け、生徒一人一人に応じたキャ
 リア教育の充実に取り組む必要があると考えておりま
 す。
 

（再質問） （生徒指導・学校安全担当局長） 生徒指導・学校安全課  
　今、小中学校の不登校対策として、学びの機会の 　具体的な取組についてでございますが、学校では、   
確保やよりよい人間関係の構築などに取り組むとい 学びの機会の確保について、ＩＣＴ端末等を活用した   
うことですが、具体的にどんな取組をするのか伺い 教材の提供やオンライン授業の配信、市町村の教育支   
ます。 援センターなどでの学習支援や相談対応、また、より   

   よい人間関係の構築については、スクールカウンセラー
   によるオンライン相談やオンラインを活用した休み時
   間等における友人との交流などの取組によりまして、

 児童生徒に対し継続して支援してまいります。
 

（指摘）    
   　指摘ということになりますけども、まず学びの機
   会の確保というところですが、ベネッセの総合教育
   研究所の2022年の調査によると、上手な勉強の仕方
   がわからないという回答が学年が上がるほど増加
   し、全学年で３年前よりかなり増加をしておりまし
   て、特に、中学生の増え方が顕著であるというふう
   にされています。また、ある道内のフリースクール
   の分析によりますと、不登校者数は、2013年度から

 一転して10年間増加傾向が続いておりまして、先ほ
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   ど、コロナ禍が１つの要因とされていましたが、必
   ずしも、コロナ禍が原因として上がり傾向を上回っ
  た、後押ししたということはありますけれども、コ
  ロナ禍を要因にするというのは、少し短絡的かもし

   れないと私は認識をしています。
  　それ以前の2001年を頂点として、実は不登校は減

  少傾向にあったんですが、いわゆるゆとり教育の時
  期であるということで、いわゆる脱ゆとり教育が始
  まった2013年度から一転して10年間増加傾向が続い
  ているという道内のフリースクールの方の分析があ
  ります。学校生活にゆとりがあると不登校が減り、

  脱ゆとり教育から不登校が増えているという可能性
   もあると私は認識をしています。

  　この間、文科省また道教委としては、学力向上の
  ために、授業時数を増やす方向にありましたが、授
  業時数を増やせば成果が出るほど、子どもたちを取
  り巻く環境は、色んな刺激や色んな興味関心のこと
  もありますから、単純ではないと考えます。GIGAス
  クール構想も含めたオンラインの導入は、ただ教科
  書がタブレットに替わっただけのような画一的な詰
  め込み式のまま誰かに答えを教わる、今までの学校
  スタイルではなくて、自ら調べ学ぶ方法、自分自身
  の学びのスタイルやワークスタイルを知ることがサ
  ポートされることが重要ではないかと考えておりま

   す。
  　この分析に当たっても、当事者団体を支援してき
  た民間団体や当事者の声も踏まえて広域自治体の道
  が、市町村自治体を支援する意味でもよりしっかり
  とした民間調査の動向もしっかり踏まえた上で、し

っかり分析をする必要があると指摘をさせていただ
きたいと思います。

（二）今後の実態把握について （生徒指導・学校安全課長） 生徒指導・学校安全課 
　次に、この分析に関わる今後の実態把握について 　不登校に関する実態把握についてでありますが、こ  
伺っていきますが、不登校の要因について、どのよ の調査における不登校の要因に関する回答は、担当の  
うに把握していくのか伺いたいと思います。現行の 教員が、本人や保護者との面談等において聴き取った  
調査では、本人に関わる状況において、「無気力・ 内容や、スクールカウンセラー等の専門家の助言を踏
不安」が高い割合にあるということで、これが40ポ まえて判断し、行っているものです。 
イント以上を占めているというデータになっていま 　国においては、現在、不登校の主たる要因を「無気
すが、この「無気力・不安」の裏側にあるものが大 力・不安」と回答した児童生徒に関する調査内容の見
切ではないでしょうか。この「無気力・不安」とい 直しを検討していると承知しておりまして、道教委と
う項目自体が、いわゆる、本人・当事者目線ではな いたしましては、こうした国の動きを踏まえながら、
く、大人目線になっているように思います。現行で 不登校の児童生徒の実態の把握に努めてまいります。
はですね、この実態調査、どのように調査している

 のか、調査の方法を伺います。
　また、私としては、こども基本法に基づいて、可
能な限り当事者の声を代弁する仕組みを、繰り返し
になりますけれども、市町村支援の意味からも、道
自らが開発していく必要があると考えます。子ども
当事者自身にも、無気力や不安の中身が、簡単には
言葉にならない場合もあることも想定されますし、
単純なアンケートなどでは把握が難しいものとは考
えますが、今後、どのように対応していく考えか伺
います。

   （指摘）
  　こども基本法に基づいて、というところに対して
  は、特に言及がなかったわけですけれども、指摘と
  させていただきますが、小中学生の不登校対策を考
  えたとき、やはり難しいですけれども、当事者の声
  を聴く努力をまずすべきであります。その上で、不

   登校経験者の声に学ぶことも重要だと考えます。
  　例えば、通信制の高校を支援するＮＰＯのお話に
  よりますと、現在、少子化の中で、全日制定時制を
  含む全ての子どもたちの入学者数は減少しているの
  ですが、実は、増えているのは通信制高校です。そ
  の中には、小中不登校の経験をもつ者も少なからず

いらっしゃるということです。先ほどは、「学業不   
振」」が不登校の理由の１つだと答えた人が多いと   

  いうことで、学力対策の方向についての指摘をさせ
  ていただきましたが、友人関係に傷ついたというと
  ころでいくと、人間関係に傷ついた経験は、新しい
  人間関係の中でしか上書きはできないというふうに
  考えます。そのＮＰＯでは、キャリア教育の観点か

ら、年齢の近い支援者がサポーターとしてメンター
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  的に関わるなどの取組も実践されているということ
  ですので、そうしたＮＰＯや道内の通信制高校など
  との連携も視野にいれて、実態把握や対策について
  検討すべきであることを指摘をしておきたいと思い

ます。

（三）対策の視点について （学校教育監） 生徒指導・学校安全課 
 　次に、不登校対策の視点について、伺いたいと思 　不登校対策についてでございますが、道教委では、

います。フリースクールをめぐる、先日、東近江市 法令や国の基本方針を踏まえ、今後、「不登校により学  
長の発言に大変驚いたところです。「フリースクー びにアクセスできない子どもをゼロ」にすることを柱と  
ルを支援することは国家を揺るがす」、「義務教育に した「北海道版不登校対策プラン」を策定することと
我慢している人たちが、楽なところに流れる」とい しており、市町村教育委員会や関係機関・団体との連

 うような趣旨の発言をされていました。 携を一層強め、各学校における不登校対策を進めてま
 　今時、こんな首長がいらっしゃるのだと驚き、一 いります。

方で、私たちの社会にある不登校に対する偏見や抑 　また、不安や悩みを抱える児童生徒や保護者に対す
 圧の構造を端的に表していると感じたところです。 る支援の充実に向け、不登校の児童生徒全ての学びの

　ベルトコンベヤーのような、例えばランニングマ 場の確保として、校内教育支援センター未設置校への
シンのようなものにみんなが乗って走り続けること 設置促進などに取り組みますとともに、心のSOSの早
を推奨し、そのペースに合わせられないものを認め 期発見として、アプリ等による困難を抱える児童生徒
ない。残念ながら、教育機会均等法ができるまで、 への支援や、専門家の支援を活用した心や体調の変化
そしてそれ以降も、道及び道内市町村においても、 の早期発見・早期支援を目的とした「心の健康観察」
まだまだ同じような認識が残っているのではないで の推進などに取り組むこととしておりまして、こうし

 しょうか。 た様々な対策を通じて、児童生徒や保護者への更なる
　対策の対象は、子どもたちではなく、学校の在り 支援の充実につながるよう努めてまいります。
方そのものであるはずです。ベルトコンベヤーの在
り方そのものを軌道修正、あるいは、抜本から変え
ていかなければならないと考えます。本来、自由と
は、選択肢があることですが、残念ながら、義務教
育において、特に北海道においては、選択肢はなか

 ったのではないでしょうか。
　今後、道としても対策を進めていく考えと先ほど
も御答弁がありましたけれども、道として、どのよ
うな視点でいわゆる不登校対策に取り組むのか伺い

 ます。
　また、私としては、不登校の問題に向き合うこと
をきっかけに、今の学校の在り方自体を変えていく
ことに、文科省と必要であれば協議し、モデル的に、
地域単位や、１校単位でもいいから、新しい学校の
在り方について挑戦をすることが、広域自治体の道
の責務でもあり、悩みを抱える保護者や子どもたち
の希望につながるものと考えますが、所見を伺いま
す。

 （指摘）
　今、御答弁ありましたように、今、当面できるこ
とを丁寧に、保護者ですとか、学校現場を子どもた
ちだけではなく、子どもの周辺にある大人たちもし
っかり支援していくということが重要だというふう

 に思います。
　最後に指摘ということで、特に学びの機会の確保
に関して、日本財団が不登校傾向にある子どもの実
態調査をしています。不登校または不登校傾向にあ
る現中学生と卒業生、卒業後から22歳までの人たち
に聴いた学びたいと思える場所では、最も多かった
のが自分の好きなこと、追求したいこと、知りたい
ことを突き詰めることができるというのが67.6ポイ
ント、次いで、自分の学習のペースに合った手助け
がある、これが44.6ポイントであります。GIGAスク
ール構想の中で本来、改善されていくべき課題であ
るというふうに思います。次いで多かったのが、常
に新しいことが学べる、クラスや時間に縛られず自
分でカリキュラムを組むことができる、学校の先生
だけではなく地域の人など様々な社会人が先生にな
ってくれる、が続いています。長野県の伊那小学校
など、通知表も時間割もチャイムもない、探究型の
学習に取り組む公立小学校もあります。もちろん、
道教委が押し付けることではなく、地域における意
思決定が前提でありますが、新しいことに挑戦する
学校現場や自治体を応援していくべきであることを

 強く指摘をしておきたいと思います。
　挑戦していく地域を応援することと併せて、現実
には、市町村教育支援センターの機能が、全道市町
村のまだ３分の１程度の設置状況という中で、学び
の選択肢として様々なＮＰＯとも連携した枠組みを、
広域自治体の道として、オンラインで一方的に何か
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画一的に送り込むのではなくて、そこのニーズに合
わせたオーダーに合わせた教材なども現場を支援す
る意味で提供していくことなども検討すべきである

 ことを指摘して質疑を終わります。


